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問題の所在
第１節
　
本稿の目的は、ここ二〇年間のわが国における選挙権学説を概観することで、わが国に多大の影響を与えてきた一九世紀
から二〇世紀の変わり目におけるドイツ国法学
Staatsrechtlehre
の選挙権学説を再考するところにある。その意味では、まさに「温
故知新」 、国を越え、そして時代を超えた比較憲法学説史的観点から「選挙権学説」を再検討するための素材を提供するものである。第
2節
　
いまから二〇年ほど前、長尾一紘は一連の論稿においてわが国の「憲法問題としての選挙権論は、極度の理論的停滞のな
三一二
かにある」ことを指摘した。その原因はわが国における「規範主義の貧困」 、つまり選挙権の「法的性格論＝法的構造論」の検討が十分に尽くされてこなかったことにあるとされ
る
）（
（
。もちろん、長尾が参考とするドイツの学説もいわゆる基本権の新解釈が登場す
るまでは、わが国と同様に「機能論的アプローチ」が主流を占め、 「法的構造論的アプローチ」が登場してからわずか三〇年ほどしか経過していない。それゆえに、わが国 おいてはフランスの「プープル主権的権利説」をとる学者だけではなく、ゲオルグ・イェリネックの「地位理論 （
Statustheorie ）に基づいて選挙権を説明する学者までもがもっぱら「機能論的アプローチ」に終始し、
「法的構造論的アプローチ」を看過する傾向にあるといえ
る
）（
（
。本稿ではとりあえず、宍戸常寿に倣い「機能論的アプローチ」を「従
来の『実質法的』解釈方法では憲法裁判権の統制機能を越え出る解釈を排除しきれないので、解釈作業の過程の中に、統制機能の枠を越えない観点を盛り込もうとする考察」としておく。
ところで、長尾の問題提起に応えた学者がわが国にいるのかということが次に問題となる。ここで、注目すべきなのが辻村みよ
子の学説である。いうまでもなく、辻村は緻密なフランス憲法史の分析 基づき「プープル主権的権利説」を提唱するだけではなく
）（
（
、また同時にイェリネックの「地位理論」の歴史的限界も意識してい
る
）（
（
。その意味からも、 「法的構造論的アプローチ」登場まで
という限定付きであるが、長尾は、辻村を伝統的選挙権学説の系譜の最後に位置づけている。しかし、長尾によれば辻村説ですら選挙権の法的内容についてはなんら言及するものではない。たしかに、 「 『主権行使に参加する権利』 との説示はあるが、 これ （とても）選挙権の機能に関する説示であり 法的性格の内容になりえない」とさ
る
）（
（
。これに対して、辻村は以下のように回答を留保して
いる
）（
（
。
なお、前掲長尾論文についても、これらの基礎理論についての前提的理解が異なる以上、見解の相違が生じることは当然とも思われるが、論者のい
わゆる法的性格論＝法的構造論についてはなお理解不十分なところ あり 今後の検討課題 せていただき い第
3節
　
すでに、この長尾の問題提起および辻村の回答から二〇年以上の歳月が流れている。しかしながらその後、私の知る限り
三一三
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では、 わが国においてドイツの学説を用いて、 しかも「法的構造論的アプローチ」を使って選挙権を分析した著作は驚くほど少ない。とはいえ この「法的構造論的アプローチ」をフランス憲法研究者に求めるのは酷であり、その任務はドイツ憲法、とりわけ基本権規範論を研究してきた者に課せられるべきであろう。本稿は、長尾論文が発表された直後に著されたボルフラム・ヘーフリングの「民主的基本権─ある解釈学的カテゴリー 意味内容および解釈価値について
─
）（
（
」
を素材に選挙権の「法的構造論的アプローチ」
をおこなうものである。残念なこと 、この論文はおそらく今後選挙権の「法的構造論的アプローチ」をおこなうに際して一読すべき文献に ると思われ が、まだわが国では十分に検討されて るわけではない。長尾 文が捕捉できなかったドイツの学説史的展開を中心 、どこま 選挙権の法的性格に踏み込むことができるかが以下の課題である。あわせて、近時検討の対象から外せなくなって ている 石川健治によるイェリネックの地位（身分）理論を中心とする「身分の 転換」分析との関係で、わが国における従来の「選挙権」学説がどの うな影響を受けたのかも検討してい こと する。
第二章
　
長尾論文が選挙権の規範的構造について明らかにした点
第
1節
　
まずは、長尾の『選挙権の再検討』で確認されたことを概観することにしよう。長尾の分類によれば、イェリネックの「地
位理論」を分岐点としてそれに対応するかたちで、 「機能論的アプローチ」 よび「法的構造論的アプローチ」という二つの方法論が生じてきたとされる。前者の「機能論的アプローチ」を る 者にはマウンツ、ツィペリウス、エッカート・シュタインおよびルペルト・ショルツ等がいるが、 このアプローチ とるとき、 「能動的地位の権利」 （
D
er aktive Status ）という概念が無限に広げられ、
概念相互の競合領域が不可避となり、妥当でないとされる。長尾の辻村批判もまた、選挙権を「主権行使の一態様」とすることは、「主権行使の態様」が多様であるゆえに、選挙権の性格を言い当てることにはならないということにある。したがって、選挙権の分析においては「法的構造論的アプローチ」が妥当とされる
）（
（
。
三一四
しかし、この「法的構造論的アプローチ」もさらに「請求権モデル」と「形成権モデル」という二つの基本権の構造的分類に分
けられる。前者の「請求権モデル」学説をとる論者にはディーター・ヴィルケおよびシュヴァーベ等がおり、後者の「形成権モデル」学説をとる論 にはロベルト・アレクシーおよびシュテルン（担当は、ミヒャエル・ザックスであるので、以下ザックスと記す）等がいるとされてい
る
）（
（
。実は、後述のへーフリングはこの後者に属する。まず、 「請求権モデル」学説は選挙権の法的構造を消
極的・積極的な複数の請求権から構成されたものとする。たとえば、選挙権は市民の選挙プロセスにおける加害排除請求権および、そのプロセスに関与できることを可能にする作為請求権を包含したものということにな
る
）（（
（
。だが、それだけでは私人たる候補者を
公務員たる議員に転化す いう選挙権の一番重要な作用が 明され得ない。したがって、 選挙権を基本権体系のなかで捉える「形成権モデル」学説が妥当と うこ になる
）（（
（
。
第
2節
　
では、以下においては詳しく長尾の説明を借りて、アレクシーおよびザックスの「形成権モデル」学説を概観する。
アレクシー説： 「アレクシーの所論の基礎となる概念は、個別的権利（
P
osition ）および、 『実定憲法上の一つの単位としての基本権』
（
G
rundrecht als G
anzes ）である。たとえば、 『表現の自由』には、各種の表現手段、表現内容の相違に応じた多様な
P
osition
が保
障されている。 『実定憲法上の一つの単位としての基本権』 して 『表現の自由』は、これらを束（たば）のようなひとまとまりをなすものとして、一括して保障する。
アレクシーは、これらの多様な
P
osition
は、それぞれ、ａ 『他者の行為を求める権利』 （
R
echte auf etw
as ） 、ｂ 『自由権』
（
F
reiheiten ） 、ｃ 『制度的権利』 （
K
om
petenzen ）のいずれかに属するものとする。 『制度的権利』とは、 『形成権的権利』であり、
権利者の一定の行為によって、法状態（
rechtliche Situation ）に変化を生ぜしめる権利をいう。
かくして、 『選挙権』もまた『実定憲法上の一つの単位としての基本権』であり、性格を異にする多数の
P
osition
の集合体である。
そのなかで、 あるものは『他者 行為を求める権利』に属し、 あるものは『自由権』 属する。そしてま あるものは、 『制度的権利』
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三一五
に属する。 『選挙権』のうち、その中核をなすものは、ある者の私人（候補者）としての法的状態を議員（公務員）に変化せしめる権利である。この『制度的権利』 （形成権的権利）としての内容を有する
P
osition
こそが『選挙権』の中核をなすものである。した
がって、 『選挙権』は形成 的権利である。
）（（
（
」
ザックス説： 「ザックス 、基本権の体系的把握は、 『形式的・構造的基準』によって得られるものとして、基本権の類型として、①『防禦権』 （
A
bw
ehrrechte ） 、②『給付請求権』 （
L
eistungsrechte ） 、③『形成権的権利』 （
B
ew
irkungsrechte ） 、④『基本権とし
ての法的地位』 （
grundrechtliche R
echtsstellung ）を挙げている。
ザックスにおいて、 『形成権的権利』とは、権利者が、その行為によって、その意図する法状態の変化を惹起しうる権利をいう。
選挙権は『形成権的権利 である。
ザックスにとって、基本権はすべて『権利複合体』 （
grundrechtliche B
erechtigungskom
plex ）である。そして『権利複合体』と
しての一つの基本権を構成する 『個別的権利』 （
B
erechtigungen ） 相互の関係について、 『中核的権利』 （
H
auptrechte ） と 『補助的権利』
（
H
ilfsrechte ）の区別があるものとする。
『選挙権』もまた『権利複合体』であり、多数の『個別的権利』から構成される。 『選挙権』にとって核心的意義をもつ権利は、私人（候補者）の法的状態を公務員（議員）に変化せしめる権利、すなわち、 『形成権的権利』である。選挙にさいしての妨害排除請求権、選挙行使を実現化するための立法請求権などは、すべて『選挙権』の『補助的権利』である。これらの『補助的権利』は、構造上は、それぞれ『防禦権』および『給付請求権』 等しいが、 『形成権的権利』類型に属す 『選挙 』の一部をなすものとされるのである。
）（（
（
」
第
3節
　
このようにして、 「形成権モデル」学説は選挙権を基本権体系のなかで捉えることによって選挙権もまたもろもろの
P
osition
からなる束（たば） 、つまり「権利複合体」として把握しているのである。そうすることによって、 「形成権モデル」学説
三一六
は「請求権モデル」学説が見落としてしまった「ある者の私人（候補者）としての法的状態を議員（公務員）に変化せしめる権利」を「選挙権」の中核に据えるのであ
る
）（（
（
。注意しなければならないのは、 「形成権モデル」学説はこれまでの「請求権モデル」学説の
成果 完全に否定してしまうのではなく、中核を定めることによって、それを補完するものであるとする点である。このような核心部分である「形成権的権利」が意識されなかったことにこそ、伝統的な選挙権論が選挙権の「自然権」 （
N
aturrechte ）としての
性格を看過してきた証拠をみること できる。し しながら、 の 形成権モデル」を「選挙権」の中核に据えるということは、必ずしも第二帝政憲法の歴史 忠実に記述しているわけではない。なぜならば、栗城壽夫によれば一九世紀立憲主義時代においてドイツでは君主権力の強化が至上命題とされ、国民の政治参加の保障よりも 強大化した君主権力に対する国民の 利を保障するために侵害排除請求 的な「公権」が設定されたからであ
る
）（（
（
。次は、このような確認を基にヘーフリングの規範構造論を検討する
ことにする。
第三章
　
ヘーフリングによる選挙権の規範構造分析
第
1節
　
ここで明らかにしておきたいのは、ヘーフリングもまた民主的基本権（
D
em
okratishe G
rundrechte ） 、特に選挙権
（
W
ahlrechte ）については「法的構造論的アプローチ」を主張しているということである。彼によれば、新解釈によって呼び覚ま
された基本権の多重機能（
m
ultifunctinonal ）の解釈においては規範構造的性格を考慮することが不可欠であるとされる。なるほど、
連邦憲法裁判所を含めドイツの支配的学説は基本権解釈学の体系化については慎重な態度を示してはいるが、選挙権を含めた基本権を基本権体系のなかで把握すること、つまり「 から一般 に明らか され得 地位の構造的属性の確定」なくしては、民主的決定プロセスにおける選挙権の位置付けを明らかにすることはでき
い
）（（
（
。なぜならば、基本権と民主制原理は一方ではお互い
のなかに正当性の根拠を見出しながら、他方においてはお互いに衝突しあう可能性を秘めているからであ
）（（
（
。
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第
2節
　
ヘーフリングによれば、ドイツにおいてこれまで数多くの基本権の類型学的体系化の試みがおこなわれてきたとされる。
とりわけ、民主的基本権についてはシルベスター・ヨルダン（一九世紀前半に活躍した国法学者）の「市民的」基本権と「公民的」基本権のカテゴリーの区別に触発されながら、周知のように、ゲオルグ・イェリネックの「地位理論」が誕生することになった。ヘーフリングの推測によれば、この「地位理論」のなか 「いわゆる能動的地位によって、政治的・民主的基本権を明確に把握することができる解釈上のカテゴリーが提供 たのである。 」以上のような傾向は、リヒャルト・トーマやヘルマン・へラー等のヴァイマール期の国法学を経て現在まで続いているとされ
る
）（（
（
。ところでこのような傾向は、ヘーフリング自身はそう名付けている
わけではないが、いわゆる「機能論的アプローチ」に基づくも といえ 。なぜならば、 、 およびへラー等が説く「能動的地位」にあっては、他の地位との関係において「 『国家への参与』 （
T
eilnahm
e am
 Staat ）という機能論的視点から
実質的メルクマールが用いられている」からである
）（（
（
。
では、 ヘーフリングはこのドイツにおける伝統的な 「機能論的アプローチ」 をどのように評価するのであろうか。 第一に、 これはイェ
リネックの「地位理論」にお てすでに明らかであったのであるが、 「能動的地位」はまったく異なった地位に属している
P
osition
同士の結合によって特徴付けられている。たとえば 彼は「地位理論」をと トーマを以下 批判する
）（（
（
。
このような結合はのちに、特にリヒャルト・トーマによって顕著なものとなった。しかし、消極的地位、積極的地位および能動的地位に属する権利
から構成される三つの和音を、政治的権利および市民的権利から構成される伝統的なカテゴリー二元主義と結合させる限りで、トーマはヴァ マール期に地位理論が継受されたことの典型例であるといえる。しかしそれと同時に この分類 ため 用 られた判断基準 無条件 は両立し得ない 二つの分類図がお互いに結合させられることになる。
第二に、以上のことから理解できると思われるが、 「機能論的アプローチ」によって能動的地位の概念はかなり広範に、長尾の言
葉を借りるならば「無限に広げられ、概念相互の結合は不可避とな
）（（
（
」
特に、トーマの「地位理論」との関係でいうならば、 「能
動的地位」と結び付いた「市民的権利」は基本権と民主制原理の衝突を隠蔽し しまう危険性がある。それはま 、ヘーフリング
三一八
が問題としたかった点も隠蔽してしまうことになろう。したがって、ヘーフリングは「機能論的アプローチ」を「個別的基本権の正しい地位秩序および、いかなる憲法規定から政治的・民主的内容の根拠が引き出され得るのかということについての不明確さと論争を巻き起こしてきた」と評価す
）（（
（
。
それゆえに、 「選挙権」の解釈学的説明はさらに二つの段階を要求することになる。つまり、それは「客観的対象」および「法技
術的構造」の二段階の分析であ
る
）（（
（
。しかしながら、ここで問題となるのは、ヘーフリングのいう後者の「法技術的構造」の分析で
あろう。という は、こ 「法技術的構造分析」こそが「法的構造論的アプローチ」に該当するからである。したがって、以下においては「客観的対象分析」は簡単に触れるにとどめ、 「法技術的構造分析」 ＝ 「法的構造論的アプローチ」を詳細に紹介・検討する。第
3節
　
まず、 「客観的対象分析」とは憲法典自身が言明している「民主的基本権」カテゴリーを客観的対象の次元において分類・
分析することである。その際、注意しなければならないのは、憲法が保障している「民主的基本権」は基本法二〇条二項の選挙権だけではなく、その他にもいくつかの「政治的基本権」が存在して るということである。そのことを前提に、両者の上位概念として「政治的基本権」を設定するならば、それは以下の二つに分類されよう。
⑴
　
個々人が国家機関の一部である国民として選挙および投票に関与することを求める権利
⑵
　
特別な機関を 民に由来する人格に基づいて割り振ることを求める権利
このなかから、第一のグループが政治的基本権の特別なカテゴリーを形成し、ここにおいて民主的基本権として特徴付けられる。
つまり、いわゆる「選挙権」が以下の「法技術的分析」にかけられることとなる
）（（
（
。
ヘーフリングによれば 「法技術的分析」とは「基本法から一般的 明らかにされる地位の構造確定」である
）（（
（
。そこで有用なのは、
一般法学説における法カテゴリーに遡及することである。その助けを借りて、 「基本 の法律学体系」の輪郭 描かれ ことになる。少々表現が難しくなってきたので、前章の長尾の説明を借りてこのことを敷衍すること よう。前章で概観したように、ア
三一九
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
レクシーもザックスも「選挙権」の法的構造から説明するのではなく、まず基本権の一般理論を説明し、そこで基本権がさまざまな
P
osition
からなる一つの束（たば） 、あるいは「権利複合体」であるとしている。そしてそのことを前提に、 「選挙権」の法的性
格を分析している。つまり、選挙権の法的性格論とは選挙権の法的構造論である以上、 「選挙権と基本権の一般理論とが整合性をもち得るためには、選挙権の法的構造が問題とされなければな ない。
）（（
（
」
このことは一般理論である基本権論から検討を加え、そして
特殊理論である「選挙権」の法的構造に検討を加えることによって、 「選挙権」の「基本権体系」における位置付けを明らかにし、同時に両者の整合性を保障す ことを意味している。詳細は別稿に譲るが、このような方法論は「公的自律」と「私的自律」の調整を考えるに際して有効なものである
）（（
（
。
第
4節
　
基本権の体系的把握のために、ヘーフリングは、ザックスと同様に、主観的権利の主要類型として、①「防禦権」
（
A
bw
ehrrechte ） 、②「給付請求権」 （
L
eistungsrechte ） 、③「形成権的権利」 （
B
ew
irkungsrechte ）の三つをあげ、区別してい
る
）（（
（
。
その個別類型の説明は前章のシュテルンの箇所と重複するので、ここでは「形成権的権利」を中心にして議論を進めていく。
第一に、ヘーフリングが「法的構造論的アプローチ」 、なかでも「形成権モデル」をとっていることは、主観的権利の主要類型の
③として「形成権的権利」をあげていることだけからで なく、まずその前提として「客観的対象分析」において「選挙権および投票権」に特別な地位を与えていることからも明らかである。 るほど、彼は『開かれた基本権解釈』の構想 、すべての国家機関、公的勢力、市民および、そのグループが憲法具体化プロセスに参加するという構想をと から、このプロセスに関与するという意味での「選挙権」は広いものとなるが、その中核は狭義の「選挙権および投票権」そして、それは「形成権モデル」に基づいて ることは、以下の一文を引用するだけで十分である。 「選挙権および投票権から構成される第一のグループのみが、国民の政治的意思を国家権力に直接変換する憲法上 保障 含ん い
）（（
（
」「法的構造論的アプローチ」に鑑みるならば、これは「選挙
権」 「中核的権利」が「私人たる候補者の地位を公務員たる議員 転化する権利」 して 「形成権的権利」であ を示し
三二〇
ている。
第二に、 ヘーフリングは「私人たる候補者の地位を公務員たる議員に転化する権利」だけが「選挙権」の「形成権的権利」ではなく、
そのなかには国民の 「共同作用権」 （
M
itw
irkungsrechte ） も含まれていることを指摘している。彼の説明を借りれば、 「形成権的権利」
に共通している点は 「ある法的状態から他の法的状態に転化することを求める権利行使に特有の作用」 である
）（（
（
。しかしまた、 この 「形
成権的権利」のなかに 「国家権力に関与することを対象とする総体としての政治的・市民的権利」も含まれるとされる。たとえば第二帝政末期に、アドルフ・アフォルター（スイス 憲法学者）は、政治的権利が「ただ許容するだけではなく、また可能性においても、つまり法的効力をともなった行為 も」存在しているとす
る
）（（
（
。もちろん、第二帝政憲法においては基本権条項が規定さ
れていなかったことを差し引いても、選挙人・投票者の意思が選挙権および投票権を媒介として、法的拘束力をもって国家意思に転化され、あるいは国家意思形成に関与す ことが意識されていたことを看過すべきではない。であ とすれば、第二帝政期の代表的論者であるとと に、ビスマルクの忠実な追従者であるラーバントが選挙権を「反射的利益」 （
R
eflex des V
erfassungsrechts ）
でしかないとするこ に、われわれが盲従する必要 な
い
）（（
（
。この点については、これまでのわが国の研究においては十分な検討が
なされているとはいえな 。
第三に、ヘーフリングによれば「選挙権」の規範構造は「形成権的権利」として性格付けられるが、しかしながらこのような規
範構造が「形成権的権利」に尽きてしまうわけではない。なぜ らば、 周知のようにそ 開放性および憲法の広範な妥当性のために基本権規定上の主観的権利は最初から特定の種類の権利に固定されてしまってい わけではないからである。むしろ、 基本権が「権利複合体」である以上、その特殊規範的な個別的言明を発見する は、事例ごとの基本権規範の具体化作業に課せられた任務であろう。このような関係におい 重要かつ有益 のが 「中核的権利」および「補助的 利」である
）（（
（
。
第四に、ヘーフリングによれば「中核的権利」と「補助的権利 はまた、密接な機能的関係を共有 いる。このことに関 て、
「中核的権利」として「共同作用権」 、 「補助的権利」として「規範的給付請求権」を例にとって考えてみよう
）（（
（
。
三二一
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
国家によって提供されなければならない規範的給付は、個々人を共同作用権─つまり、選挙ないし投票という共同作用権─をまた行使できる状態に
置かなければならない。立法者を名宛人とする選挙権能を通常法において規範化することを求める権利とこの機能そのものを区別することによって、特に基本権と民主的基本権の妥当領域における民主的プロセスの関係が明らかにされる。選挙権能に基づいて、このような権能をもつ者は間接的な立法の関与者になる。この権能を通常法において規範化する もつことによって、彼は立法者に敵対するものになる可能性がある。なぜならば、基本権上 地位が彼自らの権限の限界を設定して るからであ 。第
5節
　
このような四つの指摘のうち第一の指摘を除く、他の三つの指摘は長尾論文を含め、これまでのわが国の文献では十分に
検討されているとはいいがたい論点である。しかしながら紙面の都合上、辻村・長尾論争については、この論文ではヘーフリングの指摘を概観するこ で「選挙権」の「法 構造論的アプローチ」における問題点を指摘するだけにとどめることとする。ただ、ここで次章とのつながりで以下の見解を示しておく この論争のあと、加藤一彦はプープル主権をとる辻村説を支持するかたちでプープル主権を るならば「選挙権」 ＝ 「市 の権利」という公式が描け、そこに「公務」 、 「職務」および「義務」といった＋
α
は
入れるべきではない 主張
る
）（（
（
。したがって、通説である「選挙権＋
α
」として選挙権を描くのではなく、 「選挙権＝再定義化され
た権利」として描くべきであることを提案する。しかし、このような主張は結局、二元説批判には有効であっても「法的構造論的アプローチ が解 ほぐした「権利複合体」としての選挙権の構造分析 採用するものでも、 「市民の権利」にカテゴライズされた、イェリネック流の地位論 いう
status civitatis
を、そのまま選挙権上採用するものでもない。以下においては、その検討の素材と
して石川健治によるイェリネックの地位論の読解 とりあげることと たい。
第四章
　
石川健治によるイェリネックの
Status
理論読解
第１節
　
石川健治は、イェリネックの『公権論』を「主権論と人権論の間の─広くいえば実証主義と理想主義の間の─板ばさみ
三二二
苦渋のなかから絞り出された『法的な』権利論」であったと総括す
る
）（（
（
。樋口陽一流に言い換えるならば、 「イェリネックやケルゼン
の類型論は、それぞれの権利の論理的性格を分類基準にしよう するもの」であり、これに対するものとして「権利の歴史的生成によるそれぞれの権利の性格規定に関心を持」ち、 「諸権利を網羅的に整理する分類」が存在する
）（（
（
。このような相克から、 イェリネッ
クの人権類型論が生まれた であるが、さらに、石川はイェリネックの人権類型論を独自の近代国家形成過程論から理論的再構築を図る。まず、石川は、ヨーロッパ法学的な伝統的思考枠組、すなわちローマ法以来の一般的な身分類型として「家の身分」 （
status 
fam
ilia ）を頂点に、 「市（民）の身分」 （
status civitas ） 、 「自由（人）の身分」 （
status libertatis ）があげられ、権利能力は、それら
身分ごとに段階的に異なるものにさ てきた、と指摘する。ところが、フランス大革命後の中間団体否定論、そのなかでの親子関係の理論で君臣関係を正統化する家父長国家観批判をおこ い、伝統的中間団体を表象し 、伝統的な身分論のもとで枢要な身分を否定したのがイェリネックであった。石川によれば イェリネックは、 「家の身分」をカテゴリーごと消去した。しかし、三つの身分のうち「家 身分」が破壊されてしまった以上、近代国民国家は、残された 市民の身分」 構造分化しなければならない。ここに、残された の役割分担（配分）と、その相互承認の問題 発生する。第
2節
　
以下、石川健治「人権享有主体論の再構成─権利・身分・平等の法ドグマティーク」 『法学教室』第三二〇号（二〇〇九年）
六二─六七頁を概観することとする
）（（
（
。
近代国民国家の形成にあわせて、この身分の階層構造を大きく転換させたのが、Ｇ・イェリネックという、一九世紀ドイツを代表する憲法学者であ
る。近代における政治社会は、主権的な「国家」であり、国家の「国民」的形成により 近代における
status civitas
は、 「国民の身分」に再編される。
そのもとで、身分の階層秩序は根底から再構成され、第一に、 「家の身分」は、カテゴリカルに消去された。近代国民国家の形成過程において、 「家」
に代表される中間団体が重畳する中世社会の身分的編成が、 っぺりとした「国民 身分」一般へと、ちょうどブルドーザーでならすように、強制的に均質化されたからである。かつて「家」への帰属によって権利能力が左右された人々は、いまや全員が平等な「国民」として、
｢ 国家
｣
に帰属する
よう なったのである。
三二三
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
そして、第二に、犯罪をおかして国家の刑罰権の対象（
status subiectionis ）になる場合などのごく限られた例外を除き、すべての自然人は「自由
人の身分」を享有するものとされた。人間が「人間であること」だけを理由に、 独立の法人格（権利能力）となることができるようになったのであり、自然的な「人 は、直ちに、法的にも完全な「人」となる。こ ではもはや、 「国家」へ 帰属は問題にならない。けれども、彼らが対峙する国家は、主権的＝至高的存在にまで登りつめた、史上最強の政治権力 。彼らに 、 「自由人の身分」であることの承認を国家に請求する資格 あるが、もし国家が、その承認 拒んだらどうなるか。この場合には、自らが「国民」であることを理由に、国家の裁判サービスを求めるほかはない。権利保護は、近代国家が自力救済の禁止と引き替え 「国民」に提供し くてはならない、最低限度のサービス と考えられるからである。つまり、すべての自然人に法人格（権利能力）を承認する人権思想が、画餅に帰さないで済んで るのは、 「国民の身分」に基づく国家の権利保護によって、それが下支えにされているからにほかならない。
第三に、 「家」が一般的身分と 破砕されたために、政治社会へ 参加資格でもあった「家長」の資格も消去されることになるが、 「国民」として
生まれたからといって乳幼児が国政に参加できないのは自明であって 社会への能動的 参加資格を別途探る必要がでてくる （能動的 民の身分） 。国家を公益目的の法人と て捉え 立場（国家法人説）からす と、法学的には、国家法人の機関（国家機関）として公務に従事す 資格のこ というふうに、この新たな身分は翻訳されなくてはなら い。
このようにして、近代人は、原則としてすべて「自由人の身分」に所属しつつ、依然として「国民の身分」 、 「能動的国民の身分」の階層秩序に組み
込まれることになったのである。イェリネックは、ここで一計 案じ 機能的な観点から、それらローマ法 な「本名」 もつ諸身分に、 「あだ名」をつけることにした。 「自由人の身分」は、必要最小限度を超える国家介入を拒否し 国家 対し消極的 不作為を、 「国民の 」は、自力救済を抛棄する代わりに、国家に対し権利保 から（裕福な 家なら）社会福祉まで 積極的な作為を ぞれ求める請求権の根拠になる。そこで、前者を「消極的身分」 、後者を「積極的身分」と名付けることができる。また、そのよう してペアが一つでき と、 「能動的国民の身分」という 文字通り能動的に国家に向かい合 資格の方には、それ 見合うペアはないの と うことに が 有罪判決を受けたり税金を取り立てられたり 主権国家に服従を強いられ、 つての
status subiectionis （あえて訳せば、服属民の身分）に陥る例外的なケースが、それに相当する。そうすると、前者
が「能動的身分」 、後者が「受動的身分」ということになる。かくして、残りなく法人格を獲得したはず 近代人 「受動的身分」 「消極的身分 「積極的身分」 「能動的身分」の四つからなる身分的階層秩序 なる 世界に生きる 、非常によくできた類型論が完成す 。論理的には あくまで自由人としての「消極的身分」 ＝ 「自由人 身分」が軸であ が、歴史的 、 「積極的身分」 ＝ 身分 最もポテンシャル 高い身分であることは、いうまでもない。実質的には、 」へ 帰属によって、権利行使 内実が左右され こと なる （……）「身分」は、性質上、その承認（
A
nerkennung, recognition ）を要求するから、他者に対する承認権の根拠となる。その場合の「他者」は、元来、
権利義務関係（法関係）を結ぶ直接の相手方であり、お互い 身分」を相互承認しなく は、対等 「法人格」どうしの 関係は始まら かったまた、常に「身分」の相互承認がうまくいくとは限らず 相手を 法人格」 承認す にいたら い場合には 法的には「人」と「物」の関係に、つ
三二四
まり主人と奴隷の力関係にすら陥ることになる。そうはならないにしても、社会関係において「人格」の承認状態が常態化して、社会的「身分」が階層化することも少なくなかった（いわゆる差別問題） 。
しかし、近代国家は、そうした法的な承認の回路を独占し、 「自由人の身分」 「国民の身分」 「能動的国民の身分」を、一括して承認するに至った（人
権宣言） 。この国家の論理が、前項におけるダイナミックな「身分」の構造転換を支えている。第
3節
　
石川健治によれば、イェリネックの「選挙権」理解は以下のように要約することができよう。
第一に、政治社会への参加資格＝選挙権は
status fam
ilia
に属する「家長権」を前提とするものであったが、それは
ststus fam
ilia
の「破砕」によって、 他の身分に「翻訳」されなければならなかった。第二に、 この政治社会への参加資格は、 機能的な観点から「自由人 身分」 （
status liberitatis ） ＝ 「防禦権」と「市民の身分」 （
status civitas ）を編入した「国民の身分」の対称性を参考として、 「受
動的身分」 と 「能動的身分」 に振り分けられた。第三に、 イェリネックは
anspruch
ではなく
status
を権利義務関係に転轍するために、
近代国家が「法人格 間の相互承認のための「回路」を一括して引き受けた。
このような説明によれば、宮沢俊義の人権類型とイェリネックの人権類型の間にずれが生ずるのは、宮沢が「イェリネック流の
美濃部法学を純化しようと」して、イェリネックの「地位理論」をケルゼンのそれで修正しているからだけではなく、そもそもイェリネック自身が近代国家の成立の過程で
status fam
ilia
を破砕し、
status libeitas
および
status civitas
を再編成し、さらには「受動
的身分」と「能動的身分」を創設したからである。反対にいえば、 このような一種 ト ックを用いることで 宮沢は「能動的な関係」を「積極的な関係」と「能動的な関係」に分け、前者においては「裁判を受ける権利」を代表とす 国務請求権を、後者においは選挙権や被選挙権をうまく位置付けるこ 成功したのである。
ここで、石川のイェリネックの「地位理論」の分析で優れている は、イェリネックが論理的、歴史的および実質的観点から、
この理論を説明していることを明確にしている点にあることを指摘しておき い。すくなくともこの分析が正しい するならば、イェリネック 「機能論的アプローチ」のみならず、 「法的構造論 アプローチ」も意識していたと言える。
三二五
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
第
4節
　
しかしながら、このような石川の分析に関しても、わたしとしては腑に落ちない部分がある。したがって、この点につい
ての疑義を述べる。
フランスでは、 「人」権主体となるべき個人を重畳的な身分制から解放することにより、 「人」権主体としての個人と、正統な権
力を独占する「主権」の担い手としての国家から成る二極構造とすることで、 人権の対国家的権利性を際立たせようとした。しかし、樋口によれば、そのフランスですら、近代法が「個人」をつくり出すために中間集団の解体をめざしたとき、家族という例外があったとされる。であれば、遅れてきた近代国家であるドイツで、なぜ、イェリネックが「家族」のカテゴリーご 消去してしま のか、石川が参照 請う自ら 論稿「承認と自己拘束」だけでは、その典拠をはじめとして親切でないだけではなく、理解しづら
い
）（（
（
。
明ら に、これは歴史的においては「事実」ではなく、 「理念」にすぎなかったのであるから。そ ことに関しては、村上淳一の以下の市民社会論の指摘は示唆 富む
）（（
（
。
一九世紀ドイツの市民社会が純粋な経済社会、 「欲望の体系」 （ヘーゲル）としてとらえられるかぎりで、それは自生的に成立した自律的社会ではあ
りえなかった。それは、身分制的な互酬性の秩序からの解放の代償 して、国家権力による指導に服しながら形成されていったのである。それにもかかわらず、一九世紀の中葉までドイツの市民社会を担った は、実際は個人というより家長たち あった ら、伝統的な互酬性の残照が見られなかったわけではない。
次に、そもそも中世以降のローマ法とは別に、ヨーロッパ社会においては宗教学的意味で、あるいは神学的意味での位階論が発
達し、それが近代以降においても国法学における「垂直性
V
ertikale 」の議論に大きな影響を与えていることは否定できな
い
）（（
（
。それ
は、 「世俗化および脱神学化
Säkularisation 」されたあとにおいても、ネオ・トミズム法学以外でも看過すべきものではない。たと
えば、石川も注目しているニコラス・クザーヌスは若きころ偽ディオニュシオスの「天上位階論」や「教会位階論」を学
び
）（（
（
、それ
はトマス・アキィナスにも大きな影響を与えたといわれてい 。また近時 注目さ い ピコ・デラ・ミランドラは、 『人間 尊厳について』において 「創世記第一章第二六節に基づき 神は人間を創造するにあたりなんらかの定まった特性を与えずに人間を
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創造した。したがって、人間は自らが意思する通りに自己を形成する無制限の自由を有するとした。
）（（
（
」
また、石川の理解はアリスト
テレスの身分制論の理解に関して 、歴史学者・哲学者のそれとは異なっているように感ぜられる
）（（
（
。
第
5節
　
最後に、前章で示した仮に、辻村が「選挙権」 ＝ 「市民の権利」であるとしても、 「市民の権利」にカテゴライズされたから
といって、イェリネック流の地位論でいう
status civitatis
を、そのまま選挙権として採用するのかという設問に対する一応の回答
を与えることにしよう。おそらくは、辻村は石川の上述の説明をもってしても、石川流のイェリネックの「選挙権」を採用することはないであろう。なぜならば、プープル主権論に基づき、選挙権 、市民が主権行使に参加する権利と解し、 「機関理論」を否定する辻村からすれば、ナシオン主権論を前提とし、その公務の執行とする「選挙権」 精緻化を、国家法人説を通じておこなう法実証主義の立場に立つイェリネックの地位論は承認できるものではないからであ
る
）（（
（
。そのことは、前述の石川の説明部分を引用す
るだけで十分である。「家」が一般的身分として破砕されたために、政治社会への参加資格でもあった「家長」の資格も消去されることになるが、 「国民」として生まれたからといって乳幼児が国政に参加できないのは自明であって 政治社会への能動的な参加資格を別途探る必要がで くる（能動的国民の身分） 。国家を公益目的の法人として捉える （国家法人説）からすると、法学的には、国家法人の機関（国家機関）とし 公務 従事する資格のことというふうに、この新たな身分は翻訳されなくてはならない。
第五章
　
結びにかえて
最初に述べたように、 わが国の「憲法問題としての選挙権論は、 極度の理論的停滞のなかにある」との長尾の指摘に対する応答は、
二〇年たったいまも相変わらず低調である。その傾向 、これもまた長尾が指摘していた点ではあ が、選挙権論が選挙論の一環として取り上げられ、個人的なイデオロギー性や、そ 基づくパーソナルな倫理的当為性が語られ、まさにそこにおいては「神々
三二七
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
の争い」のような状態が続いているからである。考えてみれば、選挙権論は戦後、不幸な議論のされ方をしてきたのかもしれない。なぜならば、 「イェリネック流の美濃部法学を純化しようとした」宮沢は、一方においては「いわゆる憲法解釈学というものはあまり興味を持たれないで、むしろ政治的憲法学というか、憲法を政治学的あるい 社会学的な面から見」るという、パーソナルな傾向を持っていたからであ
る
）（（
（
。したがって、辻村が「なお、前掲長尾論文についても、これらの基礎理論についての前提的理解が異
なる以上、見解の相違が生じることは当然とも思われるが、論者のいわゆる法 性格論＝法的構造論についてはなお理解不十分なところもあり 今後 検討課題とさせていただきたい。 」と答えた は至極当然で り、この回答のポイントは前段にある。
その意味で、温故知新的にイェリネック理論を解読しようとする石川の研究は、地味でかつ地道ではあるが選挙権の法的規範構
造を再考させる一つの契機になるもの はないかと考える。
（
（）長尾一紘「選挙権論の再検討」 （ 『ジュリスト』第一〇二二号、一九九三年）八八頁、同「選挙権の法的性格（四） 」 （ 『本誌』第九九巻第一一
=
一二号、一九九四年）参照。そもそも、わが国で選挙権・被選挙権の性質が問われたとされる最高裁昭和三〇年二月九日大法廷判決が以下のようなものであったことに留意すべきである。 「この判例自体の意味は、選挙犯罪に伴う選挙権・被選挙権の停止が合憲だということを定めたことにつきる。表題のように「選挙権・被選挙権の本質」が正面から議論されているわけではない。しかし、その後の学説状況がこの判決への注目を持続させてきた。選挙権の性格について一九七〇年代後半以後、それを「代表を選出する権利であるとともに、公務員の選定という公務でもある」とする通説的二元論に対して、国家権力は人民に帰属するという人民主権説の立場から、それを主 行使 参加する権利としてのみ捉える権利説が提唱され論争になった」 （毛利透【
（（（】佐藤幸治・土井真一編『判例講義憲法Ⅱ
　
基本的人権・統治機構』 （悠々社、
二〇一〇年）二一一頁） 。なお、拙稿「選挙権・被選挙権の本質と選挙権の公正─ 犯罪処罰者選挙・被 停止違憲事件」 （工藤達朗編『憲法判断インデックス』 （商事法務、二〇一四年） ）三〇二─三〇三頁参照のこと。
（
（）わが国における選挙権の系譜と現状については、長尾・前掲注 （
（）第一論文、九一─九三頁参照。とはいえ、ここで問題となるのは機能論
的アプローチとは何かという である。それについては、宍戸常寿「憲法裁判権 動態（五）─ドイツ憲法研究ノート」 『国家学会雑誌』第一一六巻第一一─一二号、二〇〇三年、一二〇頁。また、少々長くなるが長尾の最後の弟子であ 土屋武 ヤラスのドグマーティク論の解説から引用することとする。 「そこで、社会的意味の規定には、機能的アプローチがとられるという。このアプローチは、自由保障の機能・任務との関連で、自由権の社会的意味を確定す 。……構造的アプローチからすれば、そ ようなシステムの導入は、伝統的な自由の構造を
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破壊するものといえ、基本的には許されないものといえよう。これに対して、機能的アプローチからすれば、異なる構造の自由システムを導入したとしても、そこでの自由権の機能が以前と等価であるといえるのであれば（…） 、ひとしく認められうることになる。そのため、伝統的な拘束から解放されている」 （土屋武「基本権におけるドグマーティクと理論─ハンス・Ｄ・ヤラスの基本権論─」ハンス・Ｄ・ヤラス著／松原光宏『ヤラス教授日本講演録
　
現代ドイツ・ヨーロッパ基本権論』 （日本比較法研究所翻訳叢書、二〇一一年）一六一頁） 。なお、近
時のドイツにおける
funktional pluralistisches G
rundrechtsverständnis
については、
V
gl.R
.C
.de O
livera,Z
ur K
ritik der A
bw
ägung in der 
G
rundrechtsdogm
atik, B
erlin, （0（（, S. （（ff., （（, （（（ff., （（（f.
（
（）辻村みよ子『 「権利」としての選挙権』 （勁草書房、一九八九年） 。
（
（）辻村みよ子「人権の概念 （樋口陽一編『講座・憲法学
　
第三巻
　
権利の保障［
（］ 』日本評論社、一九九四年）三二─三四頁。
（
（）長尾・前掲注 （
（）第一論文、九三頁。
（
（）辻村みよ子「選挙権論の『原点』 『争点』 ・再論─野中教授の批判に応えて─」 （杉原泰雄・樋口陽一編『論争憲法学』 、 日本評論社、 一九九四年）二五〇─二五一頁。この回答では、辻村は「機能論的アプローチについては了解して り、 「法的性格論＝法的構造論」の理解が不十分ということになるのであるが、それでよいのであろうか？
　
さらに、オーリウを「カレ・ド・マルベールに近い意味での『二元論』 （を）提示」する
論者と整理した上 、ナシオン主権とプープルの区別に基づく後者の選挙権論 「緻密さをこえるものではなかったように思われる」とし、二重の意味で不適切であるとする小島慎司の指摘は参照 値する（小島慎司「近代国家の確立 制度体 保障（三）─モーリス・オーリウ『公法原理』第二版 おける修道会教育規制法律へ 批判 分析─」 『国家学会雑誌』第一二一巻七・八号 二〇〇八年、五六─五七頁） 。とくに、オーリウが「職＝作用（
fonction ）だからこそ（選挙権は）権利であると指摘した点は、本稿との関係で重要である。なお、イェリネックは
System
 der subjektiven öffentlichen R
echte. （. A
ufl. D
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stadt, （（（（  の中でエスマンとオーリウの学説を紹介し、彼らが
droit civils を
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individuels あるいは
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reiheitsreehte
であると主張していると説明している（
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dolf. T
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rankreich seit （（（（, T
übingen, （（（（  を参照のこと。
なお、本稿では紙面の都合上、イェリネックの文献そのものの該当頁数を明示することはできなかったが、彼自身の
Status
と政治的権利を知
るには
G
. Jellnek, V
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andlung, B
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S. （（（
─
（0（.
（
（）長尾・前掲注 （
（）第一論文、八八─八九頁。
（
（）長尾・前掲注 （
（）第一論文、八九─九一頁。なお、長尾はシュテルンの説明を
K
. Stern, D
as Staatsrecht D
er B
R
D
Ⅲ/（, （（（（, S. （（（f. の部
分を参照しておこなっているが、この部分 執筆担当はザックスである。
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（
（0）長尾・前掲注 （
（）第一論文、九〇頁。
（
（（）長尾・前掲注 （
（）第一論文、九〇頁、九五頁。
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（）第一論文、九〇頁、九五頁。
（
（（）長尾一紘『日本国憲法［第四版］ 』 （世界思想社、一九九七年）一六二頁。なお、第二帝政期における選挙権については、栗城壽夫『一九世紀ドイツ憲法理論の研究』 （信山社、一九九七年）一五六頁以下、前田光夫『プロイセン憲法争議研究』 （風間書房、一九八〇年）および渡辺重範『 ツ近代選挙制度史』 （成文堂、二〇〇〇年）を参照。
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に思われる。しかし、 「ミクロ的視点」から観た場合、そこには「法的構造論的アプローチ」を不明瞭にするという問題が生ずる。このことについては、Ｍ・ラーベがアレクシーの理論を用いることにより両者 原理衡量の中に止揚しようとしているこ からも理解できよう。V
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一九九八年）七─一四頁参照。
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の指摘は、示唆に富む。 「裁判員や訴訟当事者といった、誰もがなり得るとはいえ特別な主体である者の討論の重要性を主張される佐藤先生の理論 中に、それとは次元の異なる討論を重視する契機を私が読みとろうとしたのは、当事者が討論す ときにも、例えば、 『こんな判例は変えるべきだ』とか『司法とはこうあるべきだ』とか、法律家に限らず、ジャーナリスト、学生や市民といった広い国民の議論が 当事者をも支えて司法をめぐる討議の基盤を成しているはずで、そういう基盤をなす議論が『公共的討論』という観念にはより近いのではないか、と考えたからです。そこ ひょっ すると『統治の批判者』としての国民が生まれるためのヒントを探る余地もあるのではな かと」 （蟻川恒正「佐藤幸治憲法学との対話
　
討議」 （ 『法律時報』第八二巻第五号、二〇一〇年）四九頁） 。
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（
（（）加藤一彦「選挙権における「二元説」の意義」 （ 『東京経済大学現代法学会誌』第八号、二〇〇四年） 、一三一頁。
（
（（）樋口陽一編『ホーンブック憲法』 （北樹出版、一九九三年 一三九頁。
（
（（）樋口陽一『国法学
　［補訂］ 』 （有斐閣、二〇〇七年）八四─八五頁。
（
（（）石川健治「人権享有主体論の再構成─権利・身分・平等の法ドグマーティク」 『法学教室』第三二〇号（二〇〇七年） ）六三─六四頁。
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（
（（）石川健治「承認と自己拘束─流動する国家像・市民像と憲法学 『岩波講座
　
現代法
（　
現代国家と法』 （岩波書店、 一九九七年）四四頁。なお、
三三一
わが国における「選挙権論」の規範主義的貧困は克服されたのか？（中野）
以下のリュッべ
=
ボルフの指摘は示唆に富む。 「この時代、ドイツにおいても法的平等と開放のために身分制的な生活秩序を解体すること、権
利と稼得 自由によって、身分に結びつけられた権利を解消することが重要な課題となっていた。しかし、ドイツにおいてはこの過程は革命の所産ではなく、君主による改革の成果として生じ 。このことに関して、法律学は「既得権」を市民の財産権に移し変えることなどにより一定 貢献をした」 （
G
. L
übbe=
W
olff, Sav. Z
R
G
 germ
, A
bt. （（（（, S. （0（ ） 。もちろん、 石川には以下の議論の「地平」を切り開く、 あるいは「掘
り出す」というある種の使命をもって、このような議論を展開していることを看過してはならない。 「また、本来はこれはスタティックな議論ではないことに、注意すべきである。その背後 は非常にダイナミックな歴史の動態に対する考察がある。そうした見えない鉱脈を掘り出したいというのが私の
Status
論の一つの趣旨であった。逆に言うと、その動態性を応用すれば、
Status
論の組み換えによって課題に対応する余
地は、将来的にもまだまだ 」 （ 『公法研究』第七五号（二〇一三年）二三〇頁） 。
（
（0）村上淳一『 〈法〉の歴史』 （東京大学出版会、一九九七年）一五〇頁。さらに、村上の以下の分析も重要である。 「 「自律的な個人」がそのようなものだった するならば、市民社会は「自律的な個人」 「アトミスティクな集積に過ぎない」と言い切れるかどうか、疑問になる。 「中間団体」の政治的自律が否認された後、なお個人＝家長の倫理的自律性を支えたさまざま 団体……こそが、 「中央集権の基礎の上 立つ近代国家の強烈な保障」を欠きえ い市民社会をして それにもかかわらず「自律的な独自的〈社会〉 」たら めたのでは かろうか」 （村上淳一『ドイツ市民法史』 （東京大学出版会、一九八五年）五─六頁） こ アイロニカルな問題につい は、興味深いものであるが、それひとつが一論文となりうるテーマであり、本稿では引用に止め 。
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（
（（）ディオニュシオス・アレオパギデス（著） ／今義博（訳） 「天上位階論」 『中世思想原典集成三』 （平凡社、一九九四年）三三九─四三九頁。
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heologia, 
E
pistulae （
P
atristische T
exte und Studien ）（（（（. また、拙稿「第二〇章
　
憲法秩序」古野・畑尻編『新・スタンダード憲法〔第四版〕 』 （尚学
社、二〇一三年） 。
（
（（）ピコ・デッラ・ミランドラ（著） ／大出哲（訳） 『人間の尊厳について』 （国文社、一九九七年） 、なお、原典は
Ü
ber die W
ürde des 
M
enschen. D
e hom
inis dignitate
のドイツ語・ラテン語対訳版を使用した。また、ハッソー・ホフマン／古野豊秋・中野雅紀訳「ヨーロッパ
の視点における人間の尊厳と自然観」ドイツ憲法判例研究会編『人間・科学技術・環境 日独共同シンポジュウム─』 （信山社、一九九九年）一四八頁を参照のこと。
（
（（）荒木勝『アリストテレス政治哲学の重層性』 （創文社、二〇一 年） 。特 、補論
（ 「コイノーニア
 
κ
οιν
ω
ν ία」について） ・補論
（ 「ポリ
テーウマ
 
π
ο λιευμ
α」について）を参照。したがって、本稿のアリストテレス理解は
E
. B
arker, T
he P
olitics of A
risttles （
O
xford, （（（（ ）に準
拠する。
三三二
（
（（）日野田浩行「選挙権・被選挙権の性質」大石眞・石川健治編『憲法の争点』 （有斐閣、二〇〇八年）一八二頁。
 
（
（（）丸山眞男『丸山眞男座談集
　
第八冊』 （岩波書店、一九九八年）二〇頁、一七頁。
〔追記〕本稿は二〇一〇年七月三一日に中央大学公法研究会で報告した内容に基づいている。その後のわが国の学説の検討は別稿にて行う予定で
ある。
（茨城大学教育学部准教授）
